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【論　説】
選挙運動の自由と公正
――イギリスの選挙費用規制に着目して――
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⑴選挙運動の自由と公正
戦後憲法学における選挙研究の「『原点』的ありよう」(1)を示す論文の 1つに、
芦部信喜の「選挙制度」がある(2)。同論文で芦部は、選挙法の「重要な要素」と
して以下の 3点を挙げた。第一に普通平等選挙の原則の実現を目的とするもの、第
二に代表の原則の実現を目的とする選挙の方法、とりわけ選挙区、それと関連する
代表の方法および投票の方法に関するもの、第三に自由公正な選挙運動の確保を目
的とするものである(3)。芦部が示したように、選挙法の問題は①選挙権の問題、
(1)岡田信弘「憲法学における選挙研究」選挙研究 15号（2000年）65頁。
(2)芦部信喜「選挙制度」国家学会雑誌 71巻 4号（1957年）59頁以下（後に、同『憲法と
議会政』（東京大学出版会、1971年）267頁以下所収）。
(3)芦部・同上論文 71頁。
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②選挙区制の問題、③選挙運動規制の問題の 3つに類型化でき、戦後憲法学もこれ
に即して具体的な問題を検討してきた。
本稿は、これらのうち第三の問題である選挙運動規制に焦点を当てる。民主的な
選挙において選挙運動の自由が不可欠であることは疑いない。しかしながら、周知
のように、公職選挙法（公選法）は選挙運動を広範に規制している。公選法による
選挙運動規制は、①期間の規制、②主体の規制、③方法の規制、④費用の規制に大
別でき、相互に関連した複雑な体系を構築している。その構造を敢えて単純化して
述べれば、選挙に関する表現活動を包括的に禁止した上で、特定期間内に、特定主
体に対し、特定方法による表現活動を、法定費用の範囲内で限定的に認める仕組で
あると言え、それは「包括的禁止、限定解除の方式」(4)と呼ばれる。公選法ほど包
括的で複雑な選挙運動規制は諸外国に例がなく、それは「特殊日本的」な規制であ
るとか、「べからず選挙法」などと評されてきた。
それでは、以上のような選挙運動規制はいかなる根拠により正当化されているの
か。公選法は多様な選挙運動規制を内包しており、個別の規制ごとに異なった正当
化根拠が存在する。しかしながら、一般論としては、選挙運動規制は選挙の「公
正」を確保するための措置であると説明される。すなわち、選挙運動は「自由」で
あると同時に「公正」でなければならず、「公正」を確保するためには選挙運動の
「自由」を一定程度制限する必要がある、と説かれるのである。確かに、選挙運動
の「公正」を確保することは重要である。しかしながら、多くの憲法学説が理解し
ているように、選挙運動が憲法 21条で保障される表現活動であるならば(5)、それ
を制約する根拠として「公正」というそれ自体では何人も否定できず、しかも「抽
象的で、こういうことばを用いた者が勝を占めるほどになんでも入り込んでしまう
観念」(6)を安易に用いるべきではない。そこで、「公正」という概念のより具体的
な内容が問われるべきことになる(7)。
(4)杣正夫『日本選挙制度史──普通選挙法から公職選挙法まで』（九州大学出版会、1986
年）261頁。
(5)学説の中には、選挙運動の自由は選挙権（憲法 15条）の一内容として保障されると説く
ものもある（辻村みよ子『「権利」としての選挙権』（勁草書房、1989年）52–53頁）。
(6)奥平康弘『なぜ「表現の自由」か』（東京大学出版会、1988年）207頁。奥平は、日本の
場合、「選挙の公正」という観念を用いることで「選挙過程における言論の自由」を簡単
に斥けてしまっていると批判する。
(7)従来の憲法学は必ずしも「公正」概念の具体化をしてこなかったが、それを試みる文献も
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⑵本稿の主題
以上の問題意識から、本稿は日本での「公正」概念を分析するための手掛かり
を得るべく、イギリスにおける選挙運動規制の議論に着目し、その正当化根拠を
解明する。イギリスは 19世紀後半に近代的な選挙運動規制を導入しており、豊富
な歴史と経験を有している。また、1998年にヨーロッパ人権裁判所（European
Court of Human Rights,以下では「人権裁判所」とする）が下したBowman判
決においてイギリスの選挙運動規制がヨーロッパ人権条約（European Convention
on Human Rights, 以下では「人権条約」とする）の保障する表現の自由を侵害
していると判示され(8)、同判決を 1つの契機として選挙運動規制の在り方が改め
て問われるようになった。これらのことから、イギリスの議論は注目に値する。
本稿では議会選挙（庶民院選挙）での選挙運動規制、とりわけイギリスの選挙運
動規制の中でも中心的な役割を果たしてきた選挙費用規制に着目し(9)、立法過程で
の議論と裁判所の判決を素材とした歴史的分析を行う。以下では、まずBowman
判決に至るまでの選挙費用規制の歴史を概観する。次にBowman判決を検討し、
それから同判決以降の選挙費用規制の展開を見る。そして、以上の分析から抽出し
た選挙運動規制の正当化根拠について、今後検討すべき課題を示す。
存在する。例えば、奥野恒久「民主的政治過程における『自由』と『規制』──日本の憲
法学説、とりわけ政治的権利論を中心に」龍谷法学 36巻 2号（2003年）113–114頁、
只野雅人『憲法の基本原理から考える』（日本評論社、2006年）258–262頁、井上典之
「選挙運動規制の再検討──『選挙の公正』と『選挙の自由』の調整?」論究ジュリスト 5
号（2013年）95頁。
(8) Bowman v. United Kingdom (1998) 26 E.H.R.R. 1.
(9)イギリスでは、選挙費用規制と並んで選挙放送規制（政治的放送の禁止）も重要な役割を
担っている。そして、政治的放送の禁止と人権条約 10条との関係についても、国内裁判
所の判決（R (on the application of the Animal Defenders International) v. Secretary
of State for Culture, Media and Sport[2008] UKHL 15;[2008] 1 A.C. 1312）、あるい
は人権裁判所の判決（Animal Defenders International v. United Kingdom (2013) 57
E.H.R.R. 21）が存在している。これらの分析も重要であるが、今後の課題としたい。
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1　選挙費用規制史概観
イギリスにおける選挙費用規制の歴史は長い(10)。以下では、選挙費用規制がど
のような根拠から導入されたのかに着目しつつ、Bowman判決に至るまでの歴史
を概観する。
⑴1883年法――選挙費用上限額の規制
イギリスの「選挙費用に関するルールの歴史は、近代的選挙制度から改革法
（Reform Act）以前の選挙慣行を撲滅するための闘いの歴史である」と言われる
ように(11)、選挙費用規制は近代以前の選挙慣行、すなわち腐敗行為（corrupt
practices）を一掃することを目的として発展してきた。古くは、1695年の供応禁
止法（Treating Act）や 1729年の買収禁止法（Bribery Act）において、選挙人
に金銭や飲食物を提供することが禁止されていた。その後、1832年の第一次選挙
法改正以降、選挙人が増加した一方で腐敗行為も広範に見られたことから、より
強力な腐敗防止立法が求められた。そこで制定されたのが 1854年腐敗行為防止法
（Corrupt Practices Prevention Act）である。同法は、第一に腐敗行為を①買収、
②供応、③不当威圧（脅迫）の 3つに分類し定義した。第二に腐敗行為を犯した者
への制裁を整備した。第三に候補者に選挙費用報告書の提出を義務づけた。特に
③が選挙費用に着目した規制であることから、同法を本格的な選挙費用規制の嚆矢
と見ることもできる。
しかしながら、以上の諸立法にもかかわらず、1880年の総選挙では史上空前の
規模で腐敗行為が横行した(12)。また、選挙のたびに選挙費用が増大していること
(10)本稿で取り上げる選挙費用規制は多くの修正を経て今日に至る。この点、2015年総選
挙時点における最新の選挙費用規制の仕組を知るには、以下の報告書が便宜である。
The Electoral Commission, UK Parliamentary General Election 2015: Campaign
spending report (2016) pp.13–17.
(11) H.F.Rawlings, Law and Electoral Process (Sweet & Maxwell, 1988) p.135.
(12) See, C.O’leary, The Elimination of Corrupt Practices in British Elections 1868–
1911 (Oxford University Press, 1962) ch.5; L.M.Helmore, Corrupt and Illegal
Practices: A General Survey and a Case Study of an Election Petition (Routledge &
Kegan Paul, 1967) pp.18–26; E.J.Evans, Parliamentary Reform in Britain, c.1770–
1918 (Longman, 2000) pp.66–67.
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も、選挙後に設置された調査委員会の報告書で指摘された(13)。そこでGladstone
首相率いる自由党政府が画期的な法案を提出し成立させた。それが 1883年腐敗
及び違法行為防止法（Corrupt and Illegal Practices Prevention Act, 以下では
「1883年法」とする）である。
1883年法は選挙費用を包括的に規制するものであり、選挙費用に量的規制と質
的規制を課している。量的規制として、選挙費用に上限額が定められた。関連し
て、選挙費用支出権限を有する選挙事務長（election agent）の制度を設けたり、
選挙後の選挙費用報告書の提出を義務づけている。他方、質的規制として、一定の
項目に支出することが禁止された。例えば、買収などの腐敗行為への支出が禁止さ
れるのはもちろん、選挙時に雇用できる運動員の資格と人数を制限したり、選挙事
務所の数が制限されるなどしている。
以上のような規制の正当化根拠については、庶民院第二読会における政府説明が
注目される。すなわち、政府は法案の目的を以下のように説明している。
「1880年の夏と秋が終わったとき、それは国民（the country）が選挙腐敗が
存在していたことを知った時であり、……選挙での腐敗行為の拡大を防止する
ための何らかの措置が立法者によって講じられねばならないという一般的な
感情が存在した。同様に、白日の下に晒され、かつ、対処されねばならない他
の害悪も存在する。報告書（Returns）は、選挙での増大した費用を示してい
る。費用は、急速に、選挙区民が増加するのと同じ速度で増大している。報告
書は、このことが、その効果において直接的な腐敗行為の害悪とほとんど同じ
くらい大きな害悪であることを示している。もし費用が増大したままで、か
つ、増大し続けることになれば、たとえ選挙区民の増加という点では特段の変
化がなくとも、その効果は国の地位ある人々が選挙で立候補することを拒否す
るに至らしめることは明らかである。ある人の名声（name）や地位、価値が
持つ古来の影響力は、競争相手の富という単純な事実、それもしばしば感心で
きないような富によって徐々に破壊されている。莫大な費用は腐敗行為とほ
ぼ同類であるとか、それはほとんど腐敗行為のまさに源であるという事実は別
として、たとえ腐敗した費用でなくとも、議院の品位や議員の地位と品位を保
(13) C.2856 (1881) pp.4–8.
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持するために費用をチェックすることが必要であると、私や政府の他の多くの
メンバーには思われるのである。」(14)
政府の説明によれば、選挙費用規制の正当化根拠は次の 2つである。第一に、腐
敗行為を防止することである。このことは、莫大な費用が「腐敗行為とほぼ同類」
であるとか、「腐敗行為のまさに源」であると言及され、それを防止する必要があ
るとの説明に示されている。第二に、候補者間の平等を実現することである。この
ことは、選挙費用が増大すると、「富」を持たない有為な人物が立候補しなくなる
との説明に示されており、資金力の乏しい候補者でも立候補して選挙運動をできる
ようにするという目的が含まれているのである。このように、1883年法による選
挙費用規制は、腐敗行為防止と候補者間の平等実現という 2つの正当化根拠によっ
て支えられていたと言える(15)。もっとも、1883年法制定の背景に示されている
ように、この時期においては、腐敗行為防止という根拠がより重視されている。
1883年法は「連合王国における選挙運動の主たる特徴を決定づけた」と評され
るほど画期的なものであった(16)。これ以降、イギリスの選挙運動規制は 1883年
法を原点として展開していく。また、1883年法は、日本が 1925年の男子普通選
挙法で選挙運動規制を導入した際にも参照されており、日本の選挙運動規制にも多
大な影響を及ぼした(17)。
⑵1918年法――第三者費用規制の導入
1883年法で導入された選挙費用規制は、候補者及びその選挙事務長に向けられ
たものであり、それら以外の者、いわゆる「第三者（third party）」は規制の対象
外であった。このため、第三者が特定候補者の当選を図る目的で莫大な費用を支
出することが、候補者に課した選挙費用規制の「抜け道」として利用される危険
(14) Hansard, HC, vol.276, col.1697 (4 June 1883).
(15) J.Rowbottom, Democracy Distorted: Wealth, Influence and Democratic Politics
(Cambridge University Press, 2010) pp.113–114.
(16) C.Seymour, Electoral Reform in England and Wales: the Development and
Operation of the Parliamentary Franchise, 1832–1885 (Yale University Press,
1915) p.442.
(17)特に、男子普通選挙法で導入された選挙費用上限額の規制、選挙事務長の制度、法定選挙
運動者の制度、選挙事務所の制限、連座制などに 1883年法の影響が見られる。
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が存在した。この問題は 1916年に設置された議長会議（Speaker’s Conference）
で検討され、第三者による費用支出は「有害な慣行」であり、「腐敗及び違法行為
防止法の精神に反する」ことから、それを規制すべきと勧告されている(18)。
議長会議の勧告を踏まえて制定された 1918年国民代表法（Representation of
the People Act 1918,以下では「1918年」法とする）は、「候補者の選挙事務長以
外の者は、選挙事務長から文書で許可を受けていない限り、議会選挙で候補者の当
選を促進し又は獲得する目的をもって、公開の集会を開催し又は広告、チラシ若
しくは出版物を発行するためのいかなる費用も支出してはならない」と規定した
（34条）。こうして、第三者の支出する選挙費用も規制されるに至った。
議会審議では、「法案の目的の 1つは、僅かな手段しか持たない人々が議院に至
ることを可能にするよう、選挙費用を減少させることである」(19)との主張が多く
の議員から出ている。また、第三者が莫大な費用支出を行うことを認めると、費用
規制に服している候補者が不利な立場に置かれるとも主張されている(20)。これら
のことから、第三者費用規制は、裕福な第三者が特定の候補者を支持することで
候補者間の平等が崩れるのを防ぐための規制として導入されたものであると言え
る(21)。他方で、1883年法制定時に見られた腐敗行為防止という根拠は、1918年
法制定時にはほとんど見られないことも注目される。この時期には選挙での腐敗
行為が減少しており(22)、このことが規制の正当化根拠における力点の変化をもた
らしたと考えられる。
なお、1918年法は第三者費用規制を導入したほか、候補者の選挙費用上限額の
大幅な引き下げを行い、また、選挙公営制（無料郵便と集会場の無償使用）も導入
した。これらの措置も候補者間の平等実現を目的とするものである。
(18) Cd.8463 (1917) pp.6–7.
(19) Hansard, HC, vol.98, cols.874–875 (24 October 1917).
(20) Hansard, HC, vol.99, col.1769 (26 November 1917).
(21) 1918年法の制定過程を分析した伊藤唯文も、「第三者の影響力によって選挙が左右される
ことは、選挙における平等を侵すものと考えられていたのである」と述べている（伊藤唯
文「選挙運動に対する公的補助と費用規制――イギリス 1918年国民代表法における公的
補助制度導入とその論議」一橋論叢 120巻 1号（1998年）107頁）。なお、1918年法制
定過程での議論については、K.D.Ewing, The Funding of Political Parties in Britain
(Cambridge University Press, 1987) pp.80–82も参照。
(22) O’leary, supra note 12, p.228.
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⑶裁判所の解釈
選挙費用規制の目的については、裁判所も候補者間の平等を実現するものである
と解している。すなわち、R v. Jones判決（控訴院）において(23)、Lord Bingham
は選挙費用規制の目的を以下のように述べている。
「明らかにその目的は、地方での選挙費用の重大な不均衡によって選挙区内で
競い合う候補者についての選挙人の民主的選択が歪むのを防止するために、競
い合う候補者間で資金面での平等な条件を実現することである。」(24)
このように、国内裁判所も、選挙費用規制の目的は候補者間の平等を実現すること
であると判示しており、議会と同様の見解に立っている(25)。
なお、選挙費用規制の解釈を巡っては他にも重要な判決が下されている。とりわ
け、1952年のR v. Tronoh Mines Ltdは(26)、イギリス選挙法史の中でも重要な
位置を占めている。事案は、Tronoh Mines Ltdが 1951年の総選挙に際し労働党
の財政政策を批判する新聞広告を行ったところ、その支出が第三者費用規制（1949
年国民代表法 63条（1）(27)）に違反するとして告発されたというものである。し
かし、McNair判事は、国民代表法が規定する第三者費用規制及びその他の選挙費
(23) R v. Jones[1999] 2 Cr.App.R. 253.
(24) Ibid., at 255.
(25)なお、選挙費用規制と文脈は異なるが、政治的放送の禁止と人権条約 10条の関係が争われた事案
でも、裁判所は平等論に依拠した規制の正当化論を展開している。R v. Secretary of State for
Culture, Media and Sport, supra note 9, at [28] (Lord Bingham); at [49] (Baroness
Hale). See, T.Lewis and P.Cumper, “Balancing Freedom of Political Expression
against Equality of Political Opportunity: the Courts and the UK Broadcasting
Ban on Political Advertising”[2009] P.L.89, p.96.
(26) R v. Tronoh Mines Ltd[1952] 1 All E.R.697.
(27) 1949年国民代表法 63条（1）は、「候補者、候補者の選挙事務長および選挙事務長から
文書で許可を受けた者以外の何人も、候補者の当選を促進し又は獲得する目的をもって、
以下に掲げる項目に費用を支出してはならない」と規定する。そして、禁止される項目
として、（a）公開の集会を開催し又は何らかの公開の展示を準備すること、（b）広告、
チラシ又は出版物を発行すること、（c）その他選挙人に候補者若しくはその見解又は候
補者の後援者の範囲若しくはその性質を示すこと、又は他の候補者の評価を下げること、
の 3つを列挙している。本件では（b）の違反が争われた。
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用規制は、特定の選挙区における特定の候補者の当選を促進するための費用に適用
されるものであると解釈した。このため、特定候補者の見解ではなく、特定政党の
見解など一般的な政治的見解を支持する広告に支出した費用は規制の対象外とい
うことになる。そして、Tronoh Mines Ltdの広告は、特定政党の見解を批判する
ことを目的とするものであり、特定選挙区における特定候補者を支持するための広
告ではなかった。従って、本件支出は第三者費用規制に違反しないと結論されたの
である。
Tronoh Mines判決により、選挙費用規制は個々の選挙区レベル（候補者）を対
象とする規制であると解されることになった(28)。このため、例えば政党本部が全
国的規模で展開する選挙運動の費用は何ら規制されないことになり、このルートで
莫大な費用が支出されることになった(29)。しかしながら、この問題は長らく放置
され、本判決からおよそ半世紀を経た 2000年の立法でようやく解決されることに
なる。
⑷小括
1883年法と 1918年法の規制により、イギリスの選挙費用規制は一応の完成を
みた。これらの法律による規制は適宜修正を受けながらも、その基本構造は維持さ
れ、現行法である 1983年国民代表法（以下では「1983年法」とする）にまで引
き継がれている。イギリスの選挙費用規制は、①腐敗行為を防止すること、②候補
者間の平等を実現すること、という 2つの正当化根拠によって支えられており、特
に 1918年法以降は②の根拠が前面に出ている。このような理解は、議会だけでな
く裁判所も共有している。
選挙費用規制は、長らくイギリスの選挙慣行において所与のものとされてきた感
がある。しかしながら、1990年代に入り、選挙費用規制が人権条約 10条の保障す
る表現の自由を侵害するか否かを争う事案が登場する。それが次に見るBowman
判決であり、同判決をきっかけとしてイギリスの選挙費用規制は新たな局面を迎え
(28)なお、国民代表法は「候補者の当選を促進し又は獲得する目的」でする第三者の支出を規
制しているが、これは特定候補者の当選を妨げる目的でする支出も含むと解されている
（DPP v. Luft[1977] A.C.962）。
(29)梅津實「最近のイギリスにおける選挙費用の問題点について」同志社法学 48巻 1号（1996
年）68頁以下参照。
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ることになる。
2　Bowman判決
⑴判決の概要
以下ではBowman判決を検討する。同判決では 1983年法の規定する第三者費
用規制が問題となった。そこで、判決当時の規制を簡単に確認しておく。1983年
法は従来の選挙費用規制に若干の修正を加えたものであり、基本構造は 1883年法
や 1918年法を踏襲している。まず、1983年法 76条が候補者の選挙費用を規制し
ている。76条（1）は、「候補者又はその選挙事務長は、選挙前、選挙中、選挙後
を問わず、選挙の活動や管理のため又はそれらに関連して、本条に規定されている
上限額を超えるいかなる支払又は支出もしてはならない」と規定し、（2）で具体的
な上限額を定めている。次に、75条が第三者費用を規制している。75条（1）は、
「候補者、候補者の選挙事務長および選挙事務長から文書で許可を受けた者以外の
何人も、候補者の当選を促進し又は獲得する目的をもって、以下に掲げる項目に費
用を支出してはならない」と規定する。そして、禁止される項目として、（a）公開
の集会を開催し、又は何らかの公開の展示を準備すること、（b）広告、チラシ又は
出版物を発行すること、（c）選挙人に対し、候補者若しくはその見解又は候補者の
後援者の範囲若しくはその性質を示すこと、又は他の候補者の評価を下げること、
が列挙されている。ただし例外として、（c）は、①新聞や放送、②個人による総額
5ポンドを超えない支出には適用されない。
以上の規制のうち、Bowman判決では 75条（1）（c）の例外を定める②が問題
となった。Bowman判決の事案は次の通りである。Phyllis Bowmanは、中絶反
対を掲げる団体（Society for the Protection of the Unborn Child(SPUC)）の理
事である。Bowmanは、1992年の総選挙において、イギリス全土で 150万部の
リーフレットを頒布する準備をし、このうちハリファックス（Halifax）選挙区に
おいて、同選挙区の 3人の候補者が中絶についてどのような見解を有しているかを
記載したリーフレット 25000部を同選挙区の選挙人に頒布した。ところが、それ
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に要した費用が 1983年法 75条（1）の規定する上限額（5ポンド）を超えていた
として起訴された(30)。最終的に、本件は人権裁判所に持ち込まれ、同規定が人権
条約 10条に違反するかが争われた。なお、人権条約 10条は以下のように規定し
ている(31)。
1項 すべての者は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、公
の機関による介入を受けることなく、かつ、国境とのかかわりなく、意
見を持つ自由ならびに情報および考えを受けおよび伝える自由を含む。
この条は、国が放送、テレビまたは映画の諸企業の許可制を要求するこ
とを妨げるものではない。
2項 前項の自由の行使については、義務および責任を伴うので、法律によっ
て定められた手続、条件、制限、または刑罰であって、国の安全、領土
保全もしくは公共の安全のため、無秩序もしくは犯罪の防止のため、健
康もしくは道徳の保護のため、他者の名誉もしくは権利の保護のため、
秘密に受けた情報の暴露を防止するため、または、司法機関の権威およ
び公平さを維持するため、民主的社会において必要なものを課すこと
ができる。
結論として、人権裁判所は 14対 6で人権条約 10条違反があると判示した。以
下では最初に多数意見を、次に反対意見を取り上げる。
⑵多数意見
多数意見は、1983年法 75条は表現の自由を直接的・一般的に制約するもので
はなく、特定の者（第三者）による、特定期間中（選挙期間中）の、特定目的（候
補者の当選促進）に向けられた費用を制限するに過ぎないが、それにも関わらず表
(30)なお、イギリス国内の手続では、1983年法 176条の規定する期限内に召喚状（summons）
が発せられなかったため、Bowman は 1993年 9月 27日に免訴（acquittal）とされて
いる。
(31)翻訳は、戸波江二＝北村泰三＝建石真公子＝小畑郁＝江島晶子編『ヨーロッパ人権裁判
所の判例』（信山社、2008年）492頁 [小畑郁訳]に依拠した。
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現の自由の制約と等しいことに疑いはないとする [33](32)。そこで、本件制約が①
法律によって規定されているか、②正当な目的を追求するものであるか、③民主的
社会において必要なものであるか、について審査するとする [34](33)。
①について、本件は 1983年法 75条による制約であるから、制約が法律によっ
て規定されていることは疑いないとする [35]。
②について、イギリス政府は、75条は 3つの点において「他者の権利を保護す
る」という正当な目的を追求するものであると主張した。第一に、裕福な第三者が
特定候補者を支持したり反対するための支出を規制することで、候補者間の「公正
（fairness）」を促進する。第二に、候補者が強力な利益団体の影響を受けないよう
にするのに役立つ。第三に、選挙時の争点が単一の争点に集中し政治的議論が歪め
られるのを防止する [36]。多数意見はイギリス政府の主張を認め、「1983年法の
選挙費用に関する他の詳細な規定との関係を考慮すると、75条の目的は、候補者
間の平等を確保するのに寄与することである、ということは明らかであると考え
る」とする。こうして、本法がBowmanに適用されたことは、他者の権利、すな
わちハリファックス選挙区における候補者と選挙人の権利を保護するという正当
な目的を追求したものであったとする [38]。
③について、多数意見は、75条による制約は、イギリスの選挙法を形成してい
る多くの詳細な抑制と均衡の仕組の 1つに過ぎないとし、このような文脈におい
ては人権条約 10条の保障する表現の自由の権利と、第一議定書 3条の規定する自
由な選挙の権利（right to free elections）との関係を検討しなければならないと
する [41]。なお、第一議定書 3条は次のように規定している(34)。
締約国は、立法機関の選出にあたって人民の自由な意見表明を確保する条件の
もとで、合理的な間隔で、秘密投票による自由選挙を行うことを約束する。
(32) [ ]の数字はパラグラフ番号を示す（以下、同様）。
(33)制約が①法律によって規定されているか、②正当な目的を追求するものであるか、③民
主的社会において必要なものであるかという 3点から審査する手法は、人権裁判所が人
権条約 10条の領域で用いている手法である。詳しくは、西片聡哉「表現の自由の制約に
対する欧州人権裁判所の統制」神戸法学年報 17号（2001年）223頁以下参照。
(34)翻訳は、戸波ほか編・前掲注（31）498頁［小畑郁訳］に依拠した。
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多数意見は、「自由選挙と表現の自由、とりわけ政治的討論の自由は、共に民主的
制度の基盤を形成している」とする。2つの権利は相互に補完しあう関係にあり、
例えば、表現の自由は立法者の選択における人民の意見の自由な表明を確保するた
めに必要な条件の 1つと言える。このため、あらゆる種類の意見と情報の自由な流
布が認められることが、選挙前の期間においては特に重要となる [42]。しかしな
がら、ある状況下ではこれら 2つの権利が衝突することがある。そこで、立法者
の選択における人民の意見の自由な表明を確保するために、選挙前や選挙期間中
においては、通常では容認されない一定の制約を課すことの必要性が検討されう
るとする。そして、これら 2つの権利を調整するにあたって、締約国は評価の余
地（margin of appreciation）(35)を有しているとする [43]。そこで、本件におけ
る人権裁判所の役割は、Bowmanの表現の自由に対する制約が、追求される正当
な目的と比例しているか、また、国家機関によって提示された制約の正当化理由が
「関連し且つ十分」であるかを判断することであるとする [44]。
以上を踏まえて本件を見ると、75条の費用制限が 5ポンドという低い金額に設
定されていることは重要であるとする。この制約は、総選挙前の 4～6週間ほどの
期間にのみ適用されるものであり、それ以外の期間であればBowmanは自由に活
動できる。しかしそのことは、代表者を選ぶという決定的に重要な期間に、ハリ
ファックス選挙区の選挙人に対し、当該選挙区の候補者が有する中絶に関する見解
を伝えるリーフレットを頒布するというBowmanの目的には役立たない [45]。ま
た、イギリス政府は、Bowmanは選挙人に情報を伝える他の利用可能な手段――
自ら新聞を発行する、新聞に寄稿する、テレビやラジオのインタビューに答える、
自ら候補者となる、特定候補者を支持または反対することなしに選挙人に情報を伝
えるリーフレットを頒布するなど――を有していると主張する [39]。しかし多数
意見は、現実的にはBowmanが他の効果的な手段を有していたとは考えられない
とする。なぜなら、リーフレットの内容を新聞やテレビ、ラジオで公表すること
を可能にする何らかの方法をBowmanが有していたとは証明されていないし、ま
(35)「評価の余地」とは、人権条約の具体的実施について締約国が有する裁量を意味する。た
だし、締約国が採用した措置と条約との適合性については、条約機関が最終的な判断権
を有している（西片聡哉「欧州人権条約 derogation条項と『評価の余地』――人権裁判
所の統制を中心に」神戸法学雑誌 50巻 2号（2000年）151頁。また、同・前掲注（33）
230–231頁も参照）。
409
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page410 2017/02/20 19:03
法律論叢 89巻 6号
た、Bowman自身が立候補する場合には供託金を支払わねばならないし、そもそ
もBowmanは議員になることを望んでいるのではなく、リーフレットを選挙人に
頒布することを望んでいるに過ぎないからである [46]。
従って、1983年法 75条は、ハリファックス選挙区の選挙人に対して中絶に反対
する立場の候補者を支持するよう働きかけるという目的をもったBowmanの情報
発信にとって「全面的な障壁（total barrier）」として機能している。候補者間の平
等を確保するという正当な目的を達成するために 5ポンドという費用制限を課すこ
とが必要であるとは考えられない。とりわけ、新聞や全国レベルで活動する政党に
は何の制限も課せられていないという事実を考慮すると、一層そのように言える。
従って、問題となっている制約は、追求されている目的と比例していない [47]。
以上のように、多数意見は、1983年法 75条の目的は「候補者間の平等を確保す
る」ことと理解し、このような目的自体は正当であるとする。また、表現の自由の
権利と自由選挙の権利を調整するために、すなわち「立法者の選択における人民の
意見の自由な表明を確保する」ために、表現の自由に一定の制約を課すことも許さ
れるとする。こうして、第三者の選挙費用を規制すること自体は正当化される。し
かしながら、75条が設定する 5ポンドという上限額はあまりに低すぎ、Bowman
の選挙時の表現活動にとって「全面的な障壁」となっているとする。このため、そ
の規制は正当な目的と比例しておらず、人権条約 10条に違反すると結論された。
⑶反対意見
本判決には 1つの同意意見と 3つの反対意見が付されているが、本稿では 2つの
反対意見を取り上げる。
（ⅰ）Loizou, BakaおよびJambrekによる部分的反対意見
本反対意見は、以下の諸点に関しては多数意見に同意している。すなわち、1983
年法 75条は、特定候補者の当選を意図する支出とだけ関係があり、それと無関係
な政治的な主義（causes）を促進するための支出は禁止していないこと [3]、政治
的表現の自由と自由選挙の権利は共に民主政の基盤を成しており、互いに補完し合
う関係にあること、これらの権利の調整をするにあたって締約国に評価の余地が認
められることである [4]。また、「選挙費用の制限が、民主的社会と選挙プロセスに
おいて最も重要な原理である、候補者間の資金力（arms）の平等を維持している
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ことは疑いようがない」と述べ、1983年法 76条で裕福な候補者が不公正な優位
性を持たないように候補者の支出を制限するのであれば、裕福な第三者による支出
にも制限がなければならないとする [5]。さらに、75条の背後にある哲学は、特に
圧力団体による操作から候補者を保護することであると述べ、他方でその制約は単
一争点集団（single-issue groups）の意見表明に対する一般的障害となるもので
はないと指摘し、本件制約は均整のとれた民主的選挙制度全体の一部として見なけ
ればならないとする [6]。そして、これらを踏まえると、本件制約をBowmanに
適用することは正当な目的を追求するものであるとした多数意見には完全に同意
できるとする [7]。
しかしながら、多数意見が 75条はBowmanの情報発信にとっての「全面的な
障壁」であり、その制約が正当な目的を達成するために必要なものでないとした点
には同意できないとする [8]。なぜなら、1983年法のあらゆる条項との関係で考
察すると、75条が「全面的障壁」であるとは考えられないからである。具体的に
は、Bowmanには、特定選挙区における特定候補者の当選を促進したり反対する
ことなく自身の信念（convictions）を表明したり、その信念に選挙人の注意を引
き付けるための他の方法が存在しているのである。また、制約は部分的なものであ
り、選挙前の 4～6週間という期間にのみ適用されるに過ぎない [9]。
さらに、締約国は条約上の権利を制約する必要性の判断について評価の余地を有
しており、ここでの人権裁判所の役割は、事案全体から権利の制約を検討すること
に限定され、また、制約が正当な目的と比例しているか、国家機関の提示する理由
が関連し且つ十分であるかを判断することに限定されるとする [10]。そして、上
述の理由から、本件制約は比例しており、正当な目的を達成するのに必要な範囲を
超えるような過度なものでもなく、本件制約はイギリスの評価の余地の範囲内にあ
るとする [11]。最後に、本反対意見がこのような結論に至ったのは、特に本件制
約が費用の上限額規制の抜け道を防止することを目的とする民主的選挙制度の一
部であるという点にあるとする。その規制は候補者間の資金力の平等を提供する。
それは候補者が圧力団体から操作されるのを防止し、候補者の独立性を守る。それ
は特定候補者の促進又は反対という意図を伴わない限り、主義を促進するための支
出を禁止していない。それは候補者に課せられた費用と均衡している。それは限
られた期間のみ適用される。これらの理由は関連し且つ十分であるとする [12]。
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Loizou, Bakaおよび Jambrekの反対意見も、選挙費用規制は「候補者間の資金
力の平等を維持」するための規制であるとする。しかしながら、第三者費用規制が
候補者の選挙費用規制の「抜け道」を塞ぐためのものであることを特に重視し、候
補者間の平等を実現するために第三者の表現の自由を制約することを認める。ま
た、75条は特定の候補者の当選促進とは無関係に政治的主張を展開することを禁
止しておらず、規制が適用されるのも総選挙前の一時的な期間に限定されることか
ら、本件制約は「全面的障壁」ではないとして、多数意見と結論を異にしている。
（ⅱ）Sir John Freelandの部分的反対意見（Levitsも同調）
本反対意見は、最初に、民主的社会においては自由かつ公正な議会選挙が実施
されることが重要であること [2]、具体的な選挙制度の形成に関しては締約国に広
い評価の余地が認められ、各国の歴史を踏まえた選挙制度が形成されること [3]、
1983年法による規制はイギリスの長い歴史と経験を反映したものであることを説
いている [4]。
その上で、1983年法 75条について検討している。まず、75条は 76条と相まっ
て、特定の選挙区での候補者間の公正を促進することを意図しているとする。候補
者の選挙費用に課せられている制限は、候補者以外の者の費用に対応する制限が存
在しなければ実効性のないものとなってしまう [5]。また、75条の本質的特徴は、
特定候補者の促進を目的とする支出を制限することであり、同条は単に公衆に情報
を伝える目的でなされる支出は制限していないとする [6][7]。
さらに、75条の上限額が低く、それは全面的障壁であるとした多数意見には同
意できないとする。まず、候補者の選挙費用が現在と同じ低い水準に限定されてい
る限り、候補者間の平等を確保するという正当な目的を実現することは、第三者費
用に対する極めて低い制限を維持するのに間違いなく有利に作用すると考えられ
る [10]。また、多数意見は政党やプレスなどの支出に規制が存在しないことと 75
条とを対比しているが、これに対しても、選挙区レベルでの公正さが選挙プロセス
の清廉性にとって特に重要なものとして扱われることは理解できること、また、人
権裁判所の先例は民主的社会におけるプレスの役割の重要性を強調してきたこと
を指摘し、選挙区レベルに規制を課すことやプレスに規制を課さないことには、い
ずれも合理性があるとする [11]。
以上のことから、75条による表現の自由への制約範囲は狭く、また、その制約
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はイギリスの評価の余地の範囲内にあるとする。これらに加えて、民主的議会が定
めた議会自身の構成や機能と密接に関係するルールについて国際的な判決を下す
ことには、極めて慎重なアプローチをとる明白な必要性があること [12]、選挙プロ
セスの規制をするにあたって、単一争点集団の資金を制約することの必要性も国家
は正当に判断できることを指摘する [13]。そして最後に、本件においてBowman
は、イギリス全土で 150万部のリーフレット（ハリファックス選挙区での 25000
部を含む）を頒布できたこと、Bowmanの訴追が手続上の理由によるとしても成
功しなかったことを踏まえると、表現の自由の権利に対する制約の程度は過度であ
るとは言えないと結論する [14]。
本反対意見も、規制の目的については他の意見と同様に捉えている。しかしなが
ら、候補者に課せられた上限額が低く設定されている以上は、第三者の上限額が低
いこともやむを得ないとする。また、75条が政治的見解を促進することには何の
制約も課していないことから、制約の範囲は狭いとする。さらに、選挙制度の形成
にあたっては締約国に広い評価の余地が認められることから、人権裁判所が選挙
制度を評価することは慎重であるべきとされる。これらに加え、Bowmanがイギ
リス全土で大量のリーフレットを頒布できたことや、Bowmanの訴追が成功しな
かったという本件事案にも着目し、75条の制約は過度ではないと結論している。
⑷小括
人権裁判所は、締約国が「立法者の選択における人民の意見の自由な表明を確保
する」ために表現の自由を制約することを認めた。さらに、第三者費用規制の目的
は候補者間の平等を確保するものであり、このような目的が選挙運動の自由を制約
するに足る根拠であることも認めている。しかしながら、そのような根拠に依ると
しても、いかなる第三者費用規制でも許されるわけではない。人権裁判所は、第三
者に認められる選挙費用があまりに低額であり、第三者の選挙運動にとっての「全
面的障壁」になっているとして、規制手段が目的と比例していないと判断した。
このように、Bowman判決では第三者費用を規制すること自体は許容されたが、
他方でどの程度の上限額を定めれば目的と比例していると言えるのかは示されな
かった。このため、具体的な上限額をどこに設定するかという立法政策上の問題が
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残された(36)。さらに、今後も第三者費用の上限額を争う訴訟が提起される可能性
があるし、第三者費用規制に限らず、1983年法 76条の規定する候補者の選挙費
用規制や、次に検討する政党の選挙費用規制についても同様の問題が生じる可能性
がある。こうして、イギリスは選挙費用規制と表現の自由（人権条約 10条）の関
係を検討する必要に迫られることになった(37)。
3　憲法改革と選挙費用規制
⑴改革の必要性
先に見たように、イギリスの選挙費用規制は Tronoh Mines判決以降、選挙区レ
ベルにおける候補者個人を対象とするものと理解されてきた。このため、個々の選
挙区を超えて展開される全国レベルでの選挙運動には何の規制も存在しなかった。
ところが、20世紀後半になると、選挙区レベルでの候補者個人の選挙運動よりも、
政党本部による全国レベルでの選挙運動が中心となり、このルートで莫大な選挙費
用が支出されるようになった。19世紀後半に導入された規制は、もはや 20世紀後
半の選挙運動の実態に適合しなくなっていたのである。これに加えて、1990年代
に入ると様々な政治腐敗が生じ、国民の政治に対する信頼が低下していた(38)。こ
(36) N.S.Ghaleigh, “Election Spending and Freedom of Expression” (1998) 57
C.L.J. 431, p.433; A.C.Geddis, “Democratic Visions and Third-Party Independent
Expenditures: A Comparative View” (2001) 9 Tul.J.Int’l & Comp.L. 5, p.77.
(37)本稿の主題からは逸れるが、Bowman判決には別の論点も含まれている。それは選挙運動
と政治活動を区別し、前者には特別な規制が許されるとした点である（See, Rowbottom,
supra note 15, pp.59–61）。すなわち、多数意見は、選挙時には通常では容認されない
表現の制約が許される可能性があるとしたのである。このような選挙運動と政治活動の
区別は公選法も採用しているため、人権裁判所がこの区別に言及したことは注目される。
なお、公選法による選挙運動と政治活動の区別に批判的な見解として、戸松秀典『立法裁
量論』（有斐閣、1993年）239–241頁参照。
(38)保守党は裕福な外国人から献金を受けていたことが問題とされ、他方で労働党もF1業界
で強い影響力を持つ B. Ecclestoneから献金を受けた見返りとして、F1業界に有利な政策
を推進しようとしたとの疑惑が向けられた（K.D.Ewing, The Cost of Democracy (Hart
Publishing, 2007) pp.3–5 and 13–16）。この他、1990年代の政治腐敗については、小
松浩『イギリスの選挙制度──歴史・理論・問題状況』（現代人文社、2003年）180–182
頁、大曲薫「イギリスの政治資金規正改革の構図と論点」中村睦男=大石眞編著『立法の
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のため、選挙費用規制や政治献金などの包括的な改革が求められることになった。
以上のような状況に対応するため、Blair労働党政権による「憲法改革」の一環と
して制定されたのが 2000年政党、選挙およびレファレンダム法（Political Parties,
Elections and Referendums Act,以下では「2000年法」とする）である。2000
年法は政治献金の規制や、政党の選挙費用規制の導入、選挙委員会（Electoral
Commission）の新設など、政党の活動を包括的に規制するものであり、「イギリ
スの政党を、ヨーロッパで最も規制されていないものから最も高度に規制されたも
のへと転換させるだろう」と評されている(39)。本稿との関係では、政党に対する
選挙費用規制が注目される。
⑵Bowman判決および人権条約の読み方
2000年法制定に際しては、選挙費用規制の改革が不可欠とされた一方で、Bowman
判決や人権条約 10条の存在を無視できなかった。具体的には次の 2つが問題と
なった。第一に、Bowman判決で人権条約 10条に違反すると判示された 1983年
法 75条の上限額の見直しが必要であった。第二に、2000年法で新たに導入され
る政党の選挙費用規制が人権条約 10条に違反するかどうかを検討しなければなら
なかった。後者の問題に関して、2000年法制定過程で決定的に重要な役割を果た
したニール委員会は(40)、その報告書で以下のように述べている。
「ヨーロッパ人権裁判所、あるいは人権法案が法律となった後の国内裁判所
は、条約 10条に記された表現の自由の権利の侵害を構成するとの理由で、全
国レベルでの法定選挙支出制限を無効にする（strike down）だろうか？」(41)
ここに示されているように、2000年法制定過程においては、Bowman判決や人権
実務と理論──上田章先生喜寿記念論文集』（信山社、2005年）611–613頁等参照。
(39) K.D.Ewing, “Transparency, Accountability and Equality: The Political Parties,
Elections and Referendums Act 2000”[2001] P.L. 542, p.542.
(40)正式な名称は「公的生活の基準に関する委員会（Committee on Standards in Public
Life）」であるが、当時の委員長名を冠して「ニール（Neill）委員会」と呼ばれている。
(41) Cm.4057- I : The Funding of Political Parties in the United Kingdom (1998) at
[10.65]. ただし、イギリスの裁判所は、人権法制定後であっても法律を無効にする権限
を持つわけではないため、この報告書の記述は正確でない。
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条約 10条をどのように理解するかが重要な課題となった。
この課題に対し、ニール委員会は次のような理解を示した。第一に、人権条約
10条の理解について。ニール委員会は、人権条約 10条の構造は、アメリカ合衆
国憲法修正 1条で規定されている表現の自由の権利とは「全く異なる」とする。
アメリカでは、表現の自由を保障する修正 1条に「絶対主義的解釈（absolutist
interpretation）」が与えられ、連邦最高裁は選挙費用支出に対する規制を繰り返し
退けてきた [10.67]。しかしながら、Bowman判決の多数意見が強調したように、
人権条約 10条 1項の下では表現の自由の不当な制約に見える規制であっても、10
条 2項によって規定されている「より柔軟な基準」を参照することで、事実を踏
まえた正当化が可能になるとする。また、特に自由選挙の原理（第一議定書 3条）
は、締約国が評価の余地を利用して、限られた期間中、表現の自由に制約を課すこ
とを許容しているとする [10.68]。これらのことから、ニール委員会は、人権条約
10条は選挙費用規制を許容する構造になっていると理解する。
第二に、Bowman判決について。ニール委員会は、人権裁判所は 1983年法 75
条の規制は表現の自由を不当に制約するものであるとしたが、他方で自由選挙への
権利にも言及しており、「立法者の選択における人民の意見の自由な表明を確保す
るために」、選挙前または選挙期間中に通常では許容されない制限を表現の自由に
課すことは必要であると認めていたとする [10.58–10.59]。さらに、ニール委員会
は、資金面で優位にある政党の圧倒的な選挙宣伝から選挙人を保護する必要性を国
家は正当に考慮できると指摘する。その上で、「ヨーロッパ人権裁判所は『平等な
条件（level playing field）』の議論に共感しているという明白な兆候がBowman
判決に存在していると、我々は考える」と述べる [10.69]。このように、ニール委
員会は、Bowman判決は 5ポンドという低い上限額に反対したのみで、選挙費用
規制それ自体を否定したわけではないと理解する。
以上のように、ニール委員会は、人権条約 10条にせよBowman判決にせよ、い
ずれも選挙費用規制を許容していると理解する。こうして、全国レベルでの選挙費
用規制の導入は人権条約 10条やBowman判決の趣旨に反しないとされる。
⑶2000年法の選挙費用規制
ニール委員会は、選挙費用規制自体は人権条約 10条やBowman判決に反しな
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いと理解し、政党に対する選挙費用規制を導入するよう勧告した。この勧告を踏ま
えて法案が作成され、選挙費用規制については概ね原案通り成立した。
ここで 2000年法の規制を簡単に確認しておく(42)。第一に、政党の選挙費用規
制について。まず、候補者を擁立する政党は選挙委員会への登録が義務づけられ、
この登録政党（registered party）の候補者か無所属候補者でなければ立候補でき
ない（22条（1））。そして、この登録政党が 2000年法の選挙費用規制に服す。具
体的には、政党による「選挙目的」の支出であって、附則 8第 1部で定める項目
に該当する支出が規制される(43)。さらに、これらの支出に上限額が設けられてい
る。すなわち、①候補者を擁立した選挙区の数に 30000ポンドを乗じた金額、又
は②イングランドで 81万ポンド、スコットランドで 12万ポンド、ウェールズで 6
万ポンドのいずれか大きい額である（附則 9第 2部 3条（2）（3）（4））。なお、上限
額が適用されるのは投票日前の 365日間である（附則 9第 2部 3条（7））。以上の
他にも、選挙費用の支出権限を持つ者が会計係（treasurer）などに限定され、選
挙後には選挙費用報告書を選挙委員会へ提出することが義務づけられている。
第二に、全国レベルで選挙運動をする第三者にも、政党と同様の規制が課せられ
る。すなわち、一定金額以上の支出をしようとする第三者は選挙委員会への登録が
義務づけられ（88条、94条）、登録した第三者は投票日前の 365日間規制に服し、
支出上限額が課せられる（附則 10第 2部 3条）。
第三に、Bowman判決を踏まえた 1983年法 75条の修正が行われている。ニー
ル委員会は、1983年法 75条の上限額を 500ポンドに引き上げるよう勧告してお
(42) 2000年法の選挙費用規制については主に以下の文献を参照。Ewing, supra note 39,
pp.556–562; N.S.Ghaleigh, “Expenditure, Donations and Public Funding under
the United Kingdom’s Political Parties, Elections and Referendums Act 2000―
And Beyond?” in K.D.Ewing & S.Issacharoff (eds.), Party Funding and Campaign
Financing in International Perspective (Hart Publishing, 2006) pp.44–49. 邦語文献
として、大曲・前掲注（38）616–628頁、上田健介「イギリスにおける選挙制度と政党」
比較憲法学研究 22号（2010年）44–48頁。
(43)「選挙目的」とは、①選挙で政党の名称をもって立候補している候補者又は政党が提出
した候補者名簿に含まれる候補者の当選を促進し又は獲得する目的か、②将来の選挙に
関連して、選挙人の間で当該政党又は当該政党所属の候補者の評価を高めることをいう
（72条（4））。また、附則 8第 1部で規定されている項目とは、①政党政治放送、②広告、
③選挙人への配布物、④マニフェストその他の政策文書、⑤世論調査、⑥メディア関連の
費用、⑦交通費、⑧集会である。
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り(44)、2000年法はこれに従い、第三者費用の上限額を引き上げた（131条）。
⑷規制の正当化根拠
次に、政党の選挙費用規制について、立法過程で示された正当化根拠を確認して
おく。
（ⅰ）ニール委員会
ニール委員会は、改革の前提として、政党が裕福な少数の個人、企業、団体か
ら提供された資金に依存することは望ましくないとする [4.3]。さらに、19世紀末
以降、全国レベルで選挙運動が展開されるようになったにもかかわらず、現行法
（1983年法）による選挙費用規制の枠組は選挙区レベルを対象とした規制であり、
19世紀後半のままであると指摘し [10.2–10.4]、様々な点で法の現代化が必要であ
るとする [10.12–10.13] (45)。
以上を踏まえて、全国レベルでの選挙費用規制の導入が検討される。ここでニー
ル委員会は、「平等」論や「平等な条件」の議論に全ての委員が賛同したわけではな
いとする。また、総選挙では保守党の方が労働党よりも毎回多くの支出をしている
が、より多くの支出をした政党が必ず選挙で勝利してきたわけではなく、選挙費用
支出の多寡が選挙結果に影響を与えるという決定的な証拠もないとする [10.28]。
しかし近年、保守・労働両党による選挙支出は増大しており、そのことがより多く
の資金を集めたいとの欲求をもたらしているとする。そこで、「資金調達に不当に
集中するのを防止するために選挙費用支出規制が不可欠であるということは、少な
くとも確実であると我々は信じる」とする [10.29]。
以上のように、ニール委員会は必ずしも平等実現を根拠に政党の選挙費用規制を
正当化していたわけではないことが注目される。むしろニール委員会は、政党が少
数の献金者に依存したり、「資金調達に不当に集中するのを防止する」ことに力点
を置いていたのである(46)。なおニール委員会は、全国レベルでの第三者支出につ
(44) Cm.4057- I , at [10.64]. 500ポンドという金額は、選挙区内でのリーフレットの頒布や、
地方新聞へ広告を掲載するのに十分な額であると説明されている。
(45)ただし、現行法による候補者を対象とした規制自体は、全ての主要政党により支持され
ており、また実際に効果的であるとしている（ibid., at [10.7]）。
(46)この点、Ewingも、ニール委員会は選挙費用を平等にすることよりも、腐敗行為防止策
と考えられるものを採用していたと指摘する（Ewing, supra note 38, p151）。
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いても、その制限を設けなければ政党に対する支出制限の「抜け道」に使われる危
険があることなどから、規制が必要であるとしている [10.76–10.77]。
（ⅱ）政府説明
庶民院第二読会の冒頭で J. Straw内相が法案説明をしている。内相は、現代に
おける政党は、政府と市民とを結びつけ、政府が説明責任を果たす際に重要な役割
を果たしているとする。そして、政党はそのような「やっかいな責任」を果たさな
ければならないが、それには必然的に資金が必要になるとする(47)。その上で、政
党の選挙費用について次のように述べている。
「ニール委員会は、政治過程における公衆の信頼を回復するために、選挙支出
における『軍拡競争（arms race）』と委員会が名づけたものを終わらせること
が重要であるとも認めた。二大政党による全国レベルでの運動支出は、1983
年の平均 500万ポンドから 1997年には 2700万ポンドに増加してきた。もし
我々が何の措置もとらなかったら、その額は次の選挙では政党ごとに 3000万
ポンドを容易に超えうる。仮に超えなくとも、他の政党の支出に対抗するとい
う理解しうる必要性が、諸政党にすさまじい負担を課してきたのである。その
ような圧力は、政党を資金力の豊富なごく少数の献金者へ不健全な依存をさせ
ることになり、そのことは民主主義にとって明らかによくないだろう。」(48)
このように、近年選挙費用の「軍拡競争」が生じており、それが「政党を資金力の豊
富なごく少数の献金者へ不健全な依存をさせることになり、そのことは民主主義に
とって明らかによくない」ため、これを防止するために全国レベルの規制が必要と
する。つまり、選挙費用の上限額を規制することにより、政党の莫大な資金調達へ
の需要を低下させ、個人献金への依存を防止することが意図されているのである。
他方で、従来と同様に選挙運動の平等という根拠も示されている。すなわち、貴族院
第二読会の冒頭でLord Bassam of Brighton政務次官（Parliamentary Under-
Secretary of State）が法案説明を行い、その中で政党の選挙費用規制に関して、
「選挙は、もしその結果が、一方の者が他の者より圧倒的に多くの支出ができるこ
(47) Hansard, HC, vol.342, col.34 (10 January 2000).
(48) Ibid., cols.35–36.
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とによって決まるのであれば、公正であるとは言い得ない」としつつ、選挙費用規
制が「将来の選挙で、主要政党間での平等な条件が存在することを確保するであろ
う」と述べている(49)。この説明は、政党間での平等を確保する手段として選挙費
用規制が必要であるとするものである。
以上のように、2000年法による選挙費用規制の正当化根拠は、第一に政党が少
数の高額献金者に依存するのを防止することであり、第二に政党間の平等実現で
あったことが確認できる。第一の正当化根拠が示されたのは、2000年法制定の背
景に政党と個人献金者とが不正に結びつくという政治腐敗が存在したためであろ
う。もっとも、2000年法制定以降の議会審議を見ると、政党の選挙費用規制によ
り政党間で「ある程度の資金力（arms）の平等」を確保しているとの政府説明が
見られる一方で(50)、高額献金者への依存防止という説明はあまり見られなくなっ
ている。このため現在では、政党の選挙費用規制についても、平等論が正当化根拠
として前面に出ていると言える。
⑸2000年法以降の展開
2000年法制定以降も改革は継続している。2000年法制定後、数回の総選挙を
経たことにより、選挙費用規制の更なる問題点が明らかになったからである(51)。
ここでは選挙費用規制に関係する法律を 3つほど見ておく。
（ⅰ）2009年法
2009年の政党及び選挙法（Political Parties and Elections Act,以下では「2009
年法」とする）は、選挙区レベルにおける候補者の選挙費用に新たな規制を追加す
るものである。それは、議会の存続期間が 55ヶ月を超えた場合に、55ヶ月経過
した日から「候補者になった日」までの選挙費用を規制するものであり、その期
間の選挙費用に上限額が課せられる(52)。なお、議会の存続期間が 55ヶ月に満た
(49) Hansard, HL, vol.611, col.1091 (3 April 2000).
(50) Hansard, HC, vol.567, col.181 (3 September 2013).
(51) See, e.g., Ewing, supra note 38, pp.133–141. 邦語文献として、間紫泰治=黒川直秀「イ
ギリスの「一代貴族『売買』疑惑」と政治資金規制制度改革」レファレンス 669号（2006
年）69頁以下等参照。
(52)「候補者になった日」とは、1983年法 118条Aで規定されている日を意味し、具体的に
は、①議会解散の日からか、②自ら候補者として宣言した日若しくは他者により候補者
と宣言された日又は候補者として指名された日、のいずれかである。また、上限額につ
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ない場合は 2009年法の規制は適用されず、また、議会解散後については従来通り
1983年法の規制が適用される。
2009年法の規制も、候補者間での平等を確保することが正当化根拠であった。
すなわち、議会解散前の一定期間についても選挙費用に上限額を課すことで、費用
面での平等実現が意図されているのである。また、そもそも議会がいつ解散される
か、すなわち選挙がいつ実施されるかが不明確で、選挙費用規制もいつから適用さ
れるのか不明確であることから、それが議会解散権を握る政府・与党に不当に有利
となっているとの批判が出ていた。このため、議会の存続期間を基準とする規制を
導入することで、与党と野党の間で平等を図ることも意図されたのである。このよ
うに、2009年法による規制の正当化根拠は、候補者間での平等を実現すること、
また、政党間（与野党間）での平等を実現することであった(53)。
（ⅱ）2011年法
2011年の固定任期議会法（Fixed-term Parliaments Act）は、庶民院の任期を
固定すると共に、首相の解散権を制限した法律である(54)。具体的には、庶民院の
総選挙期日は原則として 5年ごとの 5月の第 1木曜日に固定される。この例外と
して、総選挙が行われるのを①庶民院が 3分の 2以上の賛成で自主的解散を可決し
た場合か、②庶民院が政府の不信任決議案を可決し、14日以内に現政府への信任
決議がなされないか、新たな政府への信任決議がなされない場合、と定めている。
本法律は選挙費用規制とも密接な関係を有している。すなわち、2009年法制定
時にも問題となったように、議会がいつ解散されるか分からず、選挙費用規制がい
つから適用されるかも不明確であるとの批判が出ていたが、固定任期議会の導入に
よって解散が例外とされたことにより、特に野党や第三者は選挙費用規制が適用さ
いては、カウンティ選挙区では 25000ポンドに有権者 1人当たり 7ペンスを加えた額、
バラ選挙区では 25000ポンドに有権者 1人当たり 5ペンスを加えた額となる。ただし、
この上限額は、議会の存続期間に応じて変動する。すなわち、議会が 60ヶ月存続してか
ら解散された場合は上記の額が 100％、59ヶ月存続して解散された場合は上記の 90％、
同様に 58ヶ月の場合は 80％、57ヶ月の場合は 70％、56ヶ月の場合は 60％となる。
(53) Hansard, HC, vol.487, cols.1214–1217 (9 February 2009).
(54)固定任期議会法については、小松浩「イギリス連立政権と解散権制限立法の成立」立命館
法学 341号（2012年）1頁以下、小堀眞裕『ウェストミンスターモデルの変容──日本
政治の「英国化」を問い直す』（法律文化社、2012年）146頁以下、植村勝慶「イギリス
における庶民院解散権の廃止――連立政権と議会任期固定法の成立」本秀紀編『グローバ
ル化時代における民主主義の変容と憲法学』（日本評論社、2016年）253頁以下等参照。
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れる期間を見極めることが容易になったのである。また、2009年法による規制が
適用されるのは、これまでは例外的場合と考えられていたが、固定任期議会の導入
により今後は原則的に適用されることになる(55)。このように、固定任期議会法は
2009年法の規制を徹底させる効果を有している。
（ⅲ）2014年法
2014年のロビー活動、非政党の選挙運動及び労働組合運営の透明性に関する
法律（Transparency of Lobbying, Non-party Campaigning and Trade Union
Administration Act）は、2000年法による全国レベルでの第三者費用規制を修正
する法律である。その修正点は多岐にわたるが、全国レベルで第三者が支出できる
費用の上限額を引き下げたこと、規制される項目が拡大したこと、全国レベルで運
動する第三者が個々の選挙区で支出できる金額にも上限額（9750ポンド）を定め
たことなどが重要である。
本法律の規制は、第三者による政治活動の透明性を向上させたり、その説明責任
を果たすようにさせることで、第三者の政治活動に対する国民の信頼、さらには政
治そのものへの信頼を増進させることを目的としている(56)。このため、第三者費
用規制の修正も、第三者の選挙運動に「より大きな透明性をもたらすこと」が目的
であると説明されている(57)。他方で、政党は 2000年法の規制により「ある程度の
資金力の平等」を確保しているのであり、それが第三者による不均衡な支出によっ
て弱められるべきでないとも説明されている(58)。このため、第三者の支出によっ
て政党間の平等が侵害されるのを防止することも規制目的の 1つであると言える。
⑹小括
2000年法制定に際してはBowman判決や人権条約 10条の理解が問題となった
が、ニール委員会は、いずれについても選挙費用規制自体は容認していると解し
た。ニール委員会の勧告を踏まえ、2000年法で政党の選挙費用規制が導入された。
政党の選挙費用規制については、政党間での平等を実現するという根拠よりも、政
(55) R.Kelly & I.White, “Fixed-term Parliaments Act 2011” (2016) Commons Briefing
papers SNO6111 (House of Commons Library) p.8.
(56) Hansard, HC, vol.567, col.169 (3 September 2013).
(57) Ibid., col.180.
(58) Ibid., col.181.
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党が高額献金者に依存しないようにするとの根拠が前面に出ていた。もっとも、こ
れは 2000年法制定の背景として政治腐敗が横行していたことが理由であると考え
られる。実際、2000年法制定以降の議会審議を見ると、政党間での平等を実現す
るという根拠が前面に出ていることから、現在では政党の選挙費用規制も平等実現
が主たる正当化根拠になっていると解してよい。なお、2000年法制定以降の選挙
費用規制についても、候補者間あるいは政党間の平等を確保するという根拠が示さ
れている。要するに、「憲法改革」あるいは「政治改革」の一環として導入された
選挙費用規制についても、その正当化根拠としては平等論が中心的な位置を占めて
いると言えるのである。
4　検討課題
以上、イギリスにおける選挙費用規制について、立法と判決を中心に見てきた。
その結果、イギリス議会や裁判所、さらには人権裁判所も、候補者間あるいは政党
間での平等を実現するという根拠から選挙費用規制を正当化していることが確認
できた(59)。従って、イギリスでは選挙運動の「平等」を実現するために、選挙運
動の「自由」が制約されているのである。しかしながら、このような選挙運動の平
等論には検討すべき点があるし、また、平等論に基づく選挙費用規制という措置に
ついても同様である。以下では、そのような検討課題を示しておく。もっとも、本
稿では問題点を指摘するにとどめ、本格的な検討は今後の課題とする。
⑴平等は正当な規制根拠か？
イギリスでは選挙運動の平等に異議を唱える見解は必ずしも多くない。しかしな
がら、そもそも平等が選挙運動の自由を制約するに足る根拠と言えるのか検討する
必要がある。ここで注目されるのがアメリカの議論である。周知の通り、アメリカ
は選挙運動で莫大な金銭が支出されてきた国である。そのような選挙慣行への批判
(59)学説も選挙費用規制の目的が平等実現にあるという点では概ね一致している。See, e.g.,
Ewing, supra note 38, p.28; B.Watt, UK Election Law: a critical examination
(Glass House Press, 2006) pp.127–128; R.Blackburn, The Electoral System in
Britain (Palgrave Macmillan, 1995) pp.351–352 and 357–358.
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は古くから存在し、選挙資金を規制する立法も州レベルあるいは連邦レベルで制定
されてきた。とりわけ、1974年に改正された連邦選挙運動法（Federal Election
Campaign Act）は選挙資金を包括的に規制する法律であり、その内容は、①個人
や団体による候補者への献金に上限額を定める、②候補者本人の支出する費用や、
候補者のための支出ではあるが、候補者とは独立に支出される費用（独立支出）に
上限額を定める、③献金や選挙支出の報告義務を定める、④大統領選挙運動への公
費助成制度の導入、⑤連邦選挙委員会（Federal Election Commission）の設置
などとなっていた。
ところが連邦最高裁は、憲法修正 1条の保障する表現の自由に手厚い保護を与
えており、連邦選挙運動法による選挙資金規制にも厳しい判断を示した。それが
Buckley v. Valeoである(60)。連邦最高裁は、同法の目的が、選挙支出に上限額を
課すことによって「選挙結果に影響を及ぼす全ての選挙民の相対的能力を平等化す
ること」にあるとし、そこには「コミュニケーションの抑圧」という要素が含まれ
ているとする(61)。そして、資金の収入と支出とを区別し、前者（献金）に関する
規制を合憲とした一方、後者（選挙支出）に関する規制は全て違憲であると判示し
た。とりわけ、選挙支出規制について、「我々の社会のある者の声を増進するため
に、政府は関連する他の者の言論を制約できるという考え方は、修正 1条とは全く
無関係である」と述べて、「個人および集団の選挙結果に影響を及ぼす相対的な能
力を平等化する」という政府利益を退けている(62)。また、選挙費用の高騰を抑制
するという政府利益についても、修正 1条の下では、政府でなく国民こそが「公的
争点についての討議の量と範囲の統制を保持しなければならない」と述べて、選挙
支出を規制する根拠たりえないとしている(63)。
このように、平等を根拠にすれば選挙運動の自由の制約が直ちに認められるわけ
ではない。連邦最高裁のように、平等論を根本的に否定する立場もありうる。ま
(60) Buckley v. Valeo, 424 U.S. 1 (1976). 本判決を扱った文献は枚挙に暇が無いが、さしあ
たり、奥平・前掲注（6）125–131頁、大沢秀介「選挙運動の自由」憲法訴訟研究会=芦
部信喜編『アメリカ憲法判例』（有斐閣、1998年）2頁以下、川岸令和「選挙資金規制に
ついての一考察」岡田信弘=笹田栄司=長谷部恭男編著『憲法の基底と憲法論――高見勝
利先生古希記念』（信山社、2015年）440–448頁参照。
(61) Ibid., at 17.
(62) Ibid., at 48–49.
(63) Ibid., at 57.
424
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page425 2017/02/20 19:03
選挙運動の自由と公正（三枝）
た、イギリス国内でも、Buckley判決などアメリカにおける議論を参照して平等論
や選挙費用規制という措置に異議を唱える見解も存在する(64)。これらを踏まえる
と、選挙運動の領域における自由と平等の関係は、慎重に検討すべき課題と言え
る(65)。
⑵誰と誰の平等か？
たとえ平等論による選挙運動規制を承認するとしても、依然として検討すべき課
題は多い。例えば、規制を構築するにあたって、誰と誰の平等を実現するのか明確
にしなければならない。もっとも、この問題に対するイギリスの立場は明確であ
り、それは候補者と候補者の平等、あるいは政党と政党の平等とされている。これ
をより厳密に言えば、裕福な候補者とそうでない候補者の平等、あるいは裕福な政
党とそうでない政党の平等ということになる。しかしながら、ここにも注意すべき
点がある。
第一に、平等論が前提としている、裕福な者と貧しい者という単純な類型には批
判が向けられている。例えば、平等論者は裕福な者への規制が無ければ貧しい者の
「声」が民主的討論から排除されてしまうと想定しているが、現実の市民が裕福な
者か貧しい者という固定的な集団として存在しているわけではないことや、貧しい
者の見解もこれまで政治的討論の対象になってきたことなどを考慮すると、そもそ
も裕福な者か貧しい者という単純な類型は現実を正しく捉えていないとの批判が
ある(66)。また、関連する問題として、支出の多寡が選挙結果に影響を及ぼすとい
う平等論の想定にも批判が向けられている。この点、Lori. A. Ringhandは、現実
の選挙を見ると、常に保守党の方が多くの支出をしてきたにもかかわらず、「労働
党は、50年以上にわたって保守党とほとんど同じくらい選挙で勝利してきた」の
であり、選挙支出の多寡と選挙結果が関連しているとの想定は不正確であると指摘
する(67)。以上のように、平等論が前提としている裕福な者か貧しい者という類型
(64) J.Marriott, “Alarmist or Relaxed? Election Expenditure Limits and Free Speech”
[2005] P.L. 764.
(65)表現の自由と政治的平等の関係を扱った文献は多いが、特にイギリスの選挙資金規制を
素材にこの問題を論じている文献として、See, Rowbottom, supra note 15, ch.2.
(66) Marriott, supra note 64, pp.776–777.
(67) L.A.Ringhand, “Concepts of Equality in British Election Financing Reform
Proposals” (2002) 22 O.J.L.S. 253, p.259. 同様の指摘はニール委員会もしている（Cm.
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や、選挙支出の多寡が選挙結果に影響を与えるという想定は、いずれも不正確であ
るとの批判があることに注意すべきである。
第二に、平等論を支持する立場であっても、イギリス議会や裁判所と異なり、候補
者や政党以外の者の平等を重視する見解がある。そのような論者としてRinghand
がいる。まず、Ringhandは、イギリスにおける選挙費用規制改革の領域で要求さ
れている平等に「資金力の平等（equality of arms）」があるとする。「資金力の平
等」とは、「平等な条件（a level playing field）」とも呼ばれ、「政党間の等しい選
挙運動支出」を意味する(68)。この平等概念の背後には、「政党間の大きな支出格
差は、より裕福な政党に対し、重大かつ不公正な選挙上の優位性を提供する」とい
う思想がある。そこで、「資金力の平等」概念は、そのような大きな支出格差が生
じないようにするため、政党の――少なくとも主要政党の――支出が規制されるこ
とを要求するのである(69)。もっとも、Ringhandは支出の多寡が選挙結果に影響
を与えるとの想定は不正確であると述べており、別の理由からこの平等概念を説明
している。すなわち、このような平等が要求される理由は、選挙運動中の政党が市
民の代理人（proxies）として行動しており、市民の利益を主張していると見なさ
れるからである。つまり、二大政党間での平等の実現は、それらの政党を支持して
いる市民の見解が平等に表明されるのを確保するのに資するが故に、重要とされる
のである(70)。従って、政党のためというよりも、「市民の政治的嗜好に等しい尊
重と関心を示すことにより、市民の平等を保護する」ために、政党間での選挙費用
支出の平等が必要とされるのである(71)。このように、候補者や政党の平等ではな
く、市民の平等を重視する見解もある。
第三に、候補者間の平等あるいは政党間の平等を重視するとしても、平等を確保
するための規制が、候補者や政党を超えて国民（第三者）にまで及ぶ可能性がある
4057- I , at [10.28]）。
(68) Ibid., p257.
(69) Ibid., p.258. なお、「資金力の平等」概念によれば、選挙費用規制に加え、政党に比例的
に配分される国庫補助制度も支持されるとする。
(70) Ibid., p.262. このような説明は、元々はM.Linton議員によって主張されたものである。
(71) Ibid., p.263. なお、Ringhandは、選挙費用規制は多様な情報が市民の熟慮のために利用
可能になるのを保障することにより、すなわち市民が二大政党双方の見解に触れるのを
可能にすることにより、自己統治に資することからも支持されると主張している（ibid.,
p.270）。
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ことに注意を要する(72)。この場合、候補者や政党の平等のために、国民の選挙運
動の自由が犠牲になるのである。確かに、候補者や政党に課した規制の実効性を確
保するためには、それら以外の者についても規制を課す必要がある。しかしなが
ら、選挙運動の主体は必ずしも候補者や政党に限定されるべきものではなく、国民
もまた選挙運動の主体となりえることは当然である。このため、第三者への規制を
過度にすると、国民を選挙運動の領域から排除することになり問題が生じる。実
際、Bowman事件で争われたのはこの問題であった。
⑶どのような平等か？
さらに、平等という概念は多義的であることから、選挙運動規制の領域における
平等が具体的に何を意味するかを確認することも重要となる(73)。この点、Keith.
D. Ewingは、政治的平等の原理は候補者だけでなく政党にも妥当するとした上で、
「選挙政治の文脈においては、政治的平等の原理は、選挙運動における公正な対決
や公正な選挙競争を意味する」と述べている。しかしEwingは、この平等は「明
らかに真の平等を意味し得ない」とも述べている。Ewingによれば、ここでの平
等の意味は次のように説明される。
「ここで平等が意味がしていることは、いかなる政党も、その競争相手より大
(72)もっとも、「第三者」には個々の市民だけでなく、労働組合、利益団体、企業などの強力
な団体も含まれる（Ewing, suora note 38, p.50）。この点、イギリスは主として団体を
中心に「第三者」の問題を理解している。
(73)例えばRinghandは、イギリスの選挙資金規制改革の文脈で使われる「平等」概念を整理
し、「資金力の平等」、「影響力の平等」、「アクセスの平等」という 3つの平等概念を抽出し
ている。「資金力の平等」については本文で触れた。「影響力の平等」とは、市民間での影
響力の平等を意味し、裕福な個人が政党や候補者への献金を通じて不当な政治的影響力
を有してはならないという意味である。「アクセスの平等」とは、いわゆる思想の自由市
場におけるアクセスの平等を意味し、公共の政治的討論に参加する「話し手」としての市
民の権利と、思想の市場で多様な情報に接することができるという「聞き手」としての市
民の利益を保護するものとされる（Ringhand, supra note 67, p.257）。なおRinghand
は、これら 3つの平等概念はより根底にある 4つの原理――①社会における富の適切な
配分、②政府の等しい尊重と関心によって示される市民の政治的平等、③より大きな公
共善を追求する熟議のプロセスとしての代議制の観念、④十分な情報を備えた市民によ
る自己統治――のいずれかに依拠しているとして、選挙費用規制の文脈では、これら 4
つの原理を直接論じていく方がより豊かな議論ができると主張している（ibid., p.273）。
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きな金銭的資源を有しているが故に不公正な優位性を有してはならない、とい
うことである。それはまた、いかなる選挙人も、彼または彼女が選挙結果に影
響を及ぼしたり、おそらくは選挙結果を決定するために使うよう準備した莫大
な富を有しているが故に、不公正な優位性を有してはならないことを意味して
いる。この文脈における平等の原理は、選挙で支出するための全く同じ資源を
有していること、あるいは、選挙人に影響を与えるための全く同じ機会を有し
ていることを意味しない。」(74)
Ewingは、選挙運動の領域で適用される平等とは、資金力があることを理由に選
挙で不公正に優位となってはならないという意味であり、必ずしも全ての政党に
「全く同じ資源」や「全く同じ機会」を与えることではないと指摘する。さらに、
現実を見ると、政権を獲得できる政党は二大政党のいずれかでしかなく、他方で国
民からの支持をほとんど受けていない政党も存在している。そこで、Ewingは次
のように続ける。
「そのため、我々が公正な対決や公正な選挙競争という意味で平等という主張
（cause）を促進するとき、比例性原理の承認も存在しなければならない。全
ての政党を同じ方法で扱うこと、また、全ての政党に同じ便益へのアクセスを
提供することは、政党を全て公正に扱うことと必ずしも同じではない。」(75)
このようにEwingは、政党の選挙運動について、資金力に着目した平等観を提示
しており、一部の政党が資金力の故に不公正に優位となってはならないという意味
での平等が要求されるとする。また、その平等は比例的平等でもあり、政党の規模
に応じて異なる取り扱いが許容される。この点、2000年法による規制は候補者擁
立数に応じて選挙費用上限額が変動する仕組であるから、比例的平等は現実の規制
にも反映されていると言える。
以上のようなイギリスの平等観に対し、日本では異なる平等観が示されてきた。
すなわち、日本における立法過程の議論を見ると、全ての候補者が「同じ条件」で
(74) Ewing, supra note 38, p.28
(75) Ibid., p.29
428
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page429 2017/02/20 19:03
選挙運動の自由と公正（三枝）
選挙運動を展開できるという意味での平等が要求されてきたのである。それは「選
挙公営論」とでも呼ぶべき日本独自の議論である。選挙公営論は、男子普通選挙法
の制定過程において、社会学者でもある建部遯吾議員が「各候補者間ノ間ニ完全ナ
ル機會均等」(76)を求めたことに見られる。建部議員は、完全な機会均等は選挙公
営制により実現するとし、その具体的内容として、①選挙費用の公費支弁、②候補
者の公示、③演説会場の公設、④政見通信（文書）の限定、⑤候補者保障金の納
入、⑥一切の私的選挙運動及び私的選挙事務所の禁止、⑦選挙管理者の設置を求め
た(77)。建部議員の主張は、全ての候補者に公営による選挙運動のみを認め、それ
以外の私的な選挙運動は全て禁止するというものであり、選挙運動の均一化を求め
るものである。建部議員が主張するような徹底した選挙公営制が実現したことは
ないが、選挙公営を拡大する一方で私的選挙運動を制限すべきとの議論は、日本の
立法過程ではたびたび見られたものである(78)。
以上の議論は、政党に関する議論か候補者に関する議論か、また、選挙費用に関
する議論かその他の規制を含めた議論かという大きな違いがあるため、単純な比較
はできない。しかしここで注目すべきは、どのような平等観を採用するかで具体的
な選挙運動規制に違いが生じる可能性があるということである。イギリスで要求
されている平等は、資金力のある政党が不公正に優位とならないこと、そして資金
面における比例的平等である。いずれも選挙費用規制と親和的な内容であり、前者
は選挙費用の上限額規制を認め、後者は政党間で選挙費用に量的差異が生じること
を認める。もちろん、イギリスの平等観は、大政党ほど多くの支出を認めるため、
事実上は二大政党に有利な平等観に過ぎないとも言える。しかし他方で、上限額の
範囲内にある限り、イギリスでは自由な方法で選挙運動を行うことができるのであ
る。これに対し日本では、全ての候補者が「同じ条件」で選挙運動を行うという意
味での平等が要求されており、それは選挙運動方法の均一化を重視する。このた
め、候補者は同じ量の文書図画しか頒布・掲示できないとか、一律に戸別訪問が禁
(76)『第五十囘帝國議會衆議院　衆議院議員選擧法改正法律案（政府提出）委員會議錄（速
記）』（第 2号、1925（大正 14）年 2月 23日）13頁。
(77)同上・15頁。
(78)立法過程での選挙公営論は、1934年選挙法改正時（杣・前掲注（4）132頁以下参照）、
1948年選挙運動等の臨時特例に関する法律制定時（同 262頁以下）、1950年公職選挙法
制定時（同 286頁）など、たびたび見られた。
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止されるなどの規制に服しているのである。このような「同じ条件」という意味で
の平等観を徹底すると、法律で規定する選挙運動方法のみが認められることにな
り、それは表現の自由の強い制約となる。
以上のように、選挙運動の領域でどのような平等を追求するかは、選挙運動規制
の具体的な仕組とも関係した重要な課題と言える。
⑷費用規制の実効性？
平等を実現するための措置は多様であるが、その中から選挙費用規制を採用した
場合でも、その実効性について検討すべき点は多い。とりわけ、選挙費用の上限額
をどこに設定するかは難問である。例えば、選挙費用の上限額をあまりに高額に設
定した場合、それは選挙費用を規制していないのと事実上同じ結果になる。他方
で、上限額をあまりに低額に設定した場合、それは表現の自由を過度に制約する結
果をもたらす。また、いかなる支出を規制対象とするか(79)、規制を課す期間をど
のくらいにするかなど(80)、具体的に検討すべき課題が多くある。
また、根本的に選挙費用規制の実効性を疑問視する見解もある。例えば、選挙費
用規制は金銭という資源のみをターゲットにしているに過ぎず、金銭以外の資源
（名声、時間、政治活動に参加しようという願望など）の不平等を見落としている
と指摘される(81)。また、選挙費用規制は裕福な者の声を制限するのみであり、貧
しい者の声を増進するための措置ではないことから、実質的平等の実現に失敗して
おり、現状を変える効果はほとんどないとも指摘される(82)。これらのことから、
選挙費用を規制をしても、規制しない場合と同様の結果しか生じない可能性があ
り、規制をしない方が表現の自由を制約しないですむとの指摘がある(83)。
(79)例えば、近年のイギリスでは、ウェブサイトなどインターネットを利用した選挙運動への支出を
どのように規制すべきかが論点の 1つになっている（K.D.Ewing & J.Rowbottom, “The
role of spending controls: New electoral actors and new campaign techniques”
in K.D.Ewing, J.Rowbottom and JC.Tham(eds.), The Funding of Political Parties:
Where now? (Routledge, 2012) pp.85–87）。
(80)例えば、政党に対し議会期を通じて適用される包括的な費用規制も提案されている（Cm.7329:
Party finance and expenditure in the United Kingdom The Government’s proposals
(2008) at [3.21]-[3.32]）。
(81) Marriott, supra note 64, p.777.
(82) Ibid., p.778–779.
(83) Ibid., p.783.
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おわりに
本稿はイギリスの選挙費用規制に着目し、その正当化根拠の抽出を試みた。その
結果、現在のイギリスは、主に選挙運動の「平等」という根拠に基づいて選挙運動
の「自由」の制約を正当化していることが確認できた。従って、選挙運動における
「公正」の具体的内容としては、主として「平等」が位置づけられていると言える。
これに対し日本の場合、公選法の規定する選挙費用規制が憲法 21条に違反するか
を判示した最高裁判決はなく、最高裁がこの点をどのように理解しているかは明ら
かでない。また、費用規制以外の選挙運動規制についても、最高裁が選挙運動の平
等論をどのように理解しているかは必ずしも明らかでない(84)。しかしながら、少
なくとも立法過程では選挙運動の平等論が繰り返し主張されてきたことは注目さ
れてよい。日本でもイギリスでも、選挙運動の平等論は強い影響力を有しているの
である。
しかしながら、選挙運動の平等論にも検討すべき課題や注意すべき点があること
も確認できた。平等論を持ち出せば選挙運動規制が直ちに正当化されるわけでは
なく、更なる検討が必要となるのである。このことは、「『平等』主義が特殊な形で
心情に訴える力をもつ日本」(85)の場合、特に留意すべき点であろう。
選挙運動は自由であるべきだが、他方で「公正」という要請も無視できない。し
かし、「公正」という抽象的な概念のみで選挙運動の自由の制約を安易に認めるこ
とは問題である。選挙運動の自由を制約するに足る「公正」の具体的内容が追求さ
れねばならない。しかしながら、その具体的内容として「平等」が提示されたとし
ても検討は終わらない。「平等」という概念もまた多義的であり、検討すべき課題
を多く抱えているからである。結局のところ、選挙運動の自由の制約を認めるに足
る正当化根拠の探求は、今後も終わることなく続けなければならない。本稿はその
ような試みの 1つである。
（明治大学法学部助教）
(84)事前運動禁止規定（公選法 129条）に関しては、最高裁は「常時選挙運動を行なうこと
を許容するときは、その間、不当、無用な競争を招き、これが規制困難による不正行為の
発生等により選挙の公正を害するにいたるおそれがあるのみならず、徒らに経費や労力
がかさみ、経済力の差による不公平が生ずる結果となり、ひいては選挙の腐敗をも招来
するおそれがある」と述べており、腐敗行為防止という根拠に加え、平等を根拠にした正
当化論を展開している（最大判 1969（昭和 44）年 4月 23日刑集 23巻 4号 235頁）。
(85)奥平・前掲注（6）203頁。
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